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論　文

人的資本と経済発展に関する―考察

― 人的資本係数の定義の提案 ―

解　　　慶　子＊　・　秋　本　耕　二

《要　約》

　本稿では，経済発展の根源的要素は人的資本であるとの認識のもと，人的資本と物的資本蓄積によ

る経済発展の過程を分析する。そのために，Galor and Moav（2004）（以下，GMモデルと記す）に

着目する。ただし，GMモデルにはいくつかの欠陥と呼んで差支えない構造が含まれている。たとえば，

経済の初期段階から成熟期に渡る長期の過程を分析しているのにもかかわらず，モデルには技術革新

が存在せず，不変の生産関数を仮定していることである。本稿では，技術革新をGMモデルに導入し，

理論的にモデルを再構築したうえで，中国に注目し，同国の経済発展過程を実証分析する。本稿のオ

リジナルは，人的資本を測定するための新たな人的資本係数を導入している点にある。
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はじめに

　本論文では，経済発展の根源的要素は人的資本であるとの認識のもと，人的資本と物的資本蓄積

による経済発展の過程を分析する。そのために，本稿では，Galor and Moav（2004）（以下，GM

（2004）あるいはGMモデルと記す）に着目する。タイトルに示すように，GM（2004）は，物的資本

から人的資本への蓄積が移行する過程に注目し，所得格差が存在する中での経済発展をOverlapping 

Generation Modelの枠組みを用いて解析している。ただし，GMモデルにはいくつかの欠陥と呼んで

差支えない構造が含まれている。たとえば，人的資本を問題としているにも関わらず，技術革新が存在

せず，経済発展の初期段階から成熟期に渡り，不変の生産関数を仮定していることである。経済発展の

理論的分析を進めるとき，このような欠陥が生まれてきた理論的背景すなわち先行論文の発展経緯を検

証する必要がある。この点を考察するために人的資本と経済成長の系譜を鳥瞰しよう。

　経済成長理論の原点はSolow（1956）とSwan（1956）が構成した新古典派モデルである。このモデ

ルは，もちろん，物的資本形成の過程が重視され，マクロ経済の中で貯蓄が投資に循環するケインズ的

モデル設定の中で，一定の生産関数を仮定しつつ要素市場（資本市場と労働市場）における価格調整メ

カニズムを導入し，資本主義経済の安定性について巧妙な分析が行われている。そして，このモデルに，

人的資本という概念を組み入れたのが，Romer（1986）とLucas（1988）である。そこでは，労働力人

口と技能の習得も重要な成長要素であるとした。

　このような状況の中で，一定の生産関数を前提としたソロー = スワン・モデルに対し，技術革新を

導入した理論的考察も構築されてきた。新古典派経済学の潮流では，たとえば，Segerstrom, Anant 

and Dinopoulos（1990），Grossma, and Helpman（1991），Aghion and Howitt（1992）などを上げ

ることができよう。これらのモデルは期間分析モデルに研究開発投資を導入したものであるが，人的資

本の導入は無く，したがって，人的資本を導入する基本構造すなわち世代間重複モデルの採用もない。

すなわち，世代間重複モデルによるこれらの先行研究では，物的資本蓄積と人的資本蓄積の二つの要素

を同時に組み入れることはなかった。そして，このような状況の中で，人的資本蓄積と物的資本蓄積の

両方を分析するモデルを提示したのが GM（2004）である。この業績により, 世代間重複モデルによる

人的資本蓄積と経済成長に関する研究に大きな前進が見られた。

　このように経済発展の理論を鳥瞰すると，今までの先行研究では，物的資本および人的資本の形成と 

技術革新が分断された形で分析されてきたことが分かる。そこで本稿では，GMモデルに技術革新を導

入して，技術革新による賃金率や利子率の変化がGMモデルの経済発展にいかなる影響を与えるのかを
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 1  たとえば，知識経済指数，人間開発指数および知識ストック指数などである。

分析する。そして，その上で中国を取り上げ，GMモデルの実証分析を行う。ただし，この実証分析を

実行する上で，以下の問題に直面した。すなわち，人的資本に関わる係数はいくつか存在する１。ただし，

これらの指数は，その定義式が研究者の共有の知識となっているとは言えず，したがって，公表されて

いる経済データより，これらの係数の時系列を独自に計算することは不可能である。したがって，ここ

では，人的資本の概念に添う新しい係数の定義が必要である。この問題意識のもとで，マクロ経済レベ

ルで確認される人的資本にかかわるデータを用いて，独自にこれを算出する係数（ここではこれを人的

資本係数とよぶ）を提案する。そして，これを用いて，マクロ経済における人的資本を算出し，経済発

展において逆行過程が発生するメカニズムとその実証分析を行う。

 1 . 実証分析の理論的背景；技術革新のGMモデルへの導入

　1.1　モデルの基礎

　まず，生産部門の設定を行う。経済の生産関数を

　　　Yt=F(Kt,  Ht)≡Ht f(kt)=AHt k
α
t ; kt≡Kt/Ht ; α∈(0,1),				   （1.1）

で表す。ここで，Yt，Ktおよび Ht はそれぞれ t 期における産出額，資本量および人的資本量を表 

す。すなわち，生産は物的資本と人的資本の投入により実行される。このとき，企業は，t 期において 

利潤

　　　π t=Ht f(kt)-wt Ht-rt Kt

を最大化しようとする。ここで，wt および rt は，それぞれ t 期における人的資本に対する賃金率および

資本に対する利潤率である。このとき，賃金率 wt および利潤率 rt は，

　　　rt=f'(kt)=αAKt
α-1≡ r(kt)       （1.2）

　　　wt=f(kt)-f'(kt)kt=(1-α)Akt
α≡w(kt).     （1.3）

となる。

　次に，個々人に関する設定を行う。各期の人口は 1 に基準化されているものとする。各個人はそれぞ

れ嗜好とその能力が同質的であるとする。また，各個人は 2 つの期間において生存する。そして，その

第 1 期において，各個人はすべての時間を教育投資により獲得される能力（ここでは，これを人的資本

と呼ぶ）を自らに得るために使用するものと仮定する。第 1 期には消費はしない。そして，第 2 期にお

いて，第 1 期において獲得した人的資本に対応する所得を得，これを消費し，残りを子孫に遺産として
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これを遺す。さらに，すべての個人を含む全体のメンバーは富裕層と貧困層に大きく区分されるものと

し，前者にR（rich），後者にP（poor）なる記号を割り振る。いま，人口は１に基準化されているので，

富裕層および貧困層の人口を，それぞれλ，1-λで表す。

　t+1 期における（家計の）メンバー i の予算を

　　　I i
t+1=wt+1 h

i
t+1+xi

t+1								        （1.4）

と表す。(i=R,  P).  ここで，hi
t+1 および xi

t+1 はそれぞれ t+1 期におけるメンバー i の人的資本の獲得

量および移転所得を表す。ただし，

　　　xi
t+1=si

t Rt+1=(bi
t-ei

t )Rt+1       （1.5）

　　　si
t+1=bi

t+1-ei
t+1 .        （1.6）

である。ここで，Rt+1=1+rt+1で，bi
t ，et

t および si
t は，それぞれ t 期におけるメンバー i の遺産相続額，

自分自身への教育投資および貯蓄を表す。このとき， t+1 期における（家計の）メンバー i の予算制約

式は，

　　　ci
t+1+bi

t+1 ≤ I i
t+1        （1.7）

となる。

　一方，t 期におけるメンバー i の効用関数を

　　　u i
t =(1-β)log c i

t+1+βlog(θ
-
+bi

t+1)      （1.8）

で定義する。ただし，β(∈(0, 1))およびθ
―(> 0 ) は定数である。したがって，メンバー i の問題は，

予算制約（1.7）のもとで効用（1.8）を最大化することであるが，そのためには，（1.2）および（1.3）

を前提として，自身への教育投資 e i
t を決定しなくてはならない。したがって，教育投資に対する人的

資本の獲得を

　　　hi
t+1=h(e i

t )=γlog(1+e i
t )       （1.9）

と定義する。ここで，γ(> 0 )は定数である。そして，メンバー i の教育投資の問題を

　　　e i
t =argmax[wt+1h(e i

t)+(b i
t-e i

t )Rt+1]     （1.10）

と定義する。この問題の解は，

　　　wt+1 h' (et)=Rt+1.        （1.11）

で与えられる。（1.2），（1.3）より，wt および rt（したがって，Rt）は kt の関数であるので，（1.11）の

解 etもまたkt の関数となる。この解をet=e(kt)と記す。そして，予算制約（1.7）のもとで効用（1.8）

を最大化する問題を解くと，

　　　
bi

t+1=b(It+1)={
β[It+1-θ],　if  It+1>θ

.
     

（1.12）
　　　　　　　　　　 0, 　　　　　　if  It+1 ≤θ
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を得る。ただし，θ=
θ
―(1-β)

β
 である。

　以上の設定より，経済発展の指標となる一人当たりの t+1 期における資本量 kt+1 は，

　　　 kt ;+1 =
Kt+1

Ht+1
=

λsR
t+(1-λ)sP

t

λh(eR
t )+(1-λ)h(eP

t )
=
λ(bR

t-eR
t )+(1-λ)(bP

t-eP
t )

λh(eR
t )+(1-λ)h(eP

t )
  （1.13）

で表される。

　1.2　GMモデル

　以上の準備のもとで，GM（2004）のモデルと分析の概要を紹介しよう。GM（2004）における経済

発展の各段階を図1.1に示す。各段階の特質を以下に紹介する。

Regime I　経済発展の初めの段階で，人的資本のリターンは物的資本からのそれにくらべて低く，

kt の増加は物的資本の蓄積のみで実現する。教育投資は行われない。すなわち，eR
t = eP

t = 0 である。さ

らに,次世代への遺産贈与は富裕層のみで行われるものとする。したがって，bR
t>0,  bP

t = 0とする。こ

のとき資本の状態方程式は，（1.13）より，

　　　kt+1 =λbP
t　        （1.14）

となる。

図1.1　GMモデルにおける経済発展の段階

 k‚t   kt k~t

bR
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Regime Ⅱ　経済発展の次の段階で，資本蓄積が進み，人的資本のリターンが物的資本からのそれにく

らべて高い段階である。すなわち，人的資本への投資（すなわち，教育投資）が開始される環境が整う。

kt の増加は物的資本と人的資本の両方の蓄積で実現する。この段階は次の 3 つの段階（Stage）に区分

される。

Stage Ⅰ　富裕層が遺産を原資とする教育投資を始める。貧困層は遺産が発生していないので，これを

原資とする教育投資ができない。すなわち，bR
t>0,  bP

t =0，eR
t>0,  eP

t =0となるような段階である。

Stage Ⅱ　貧困層に遺産が発生し，貧困層はこれを原資とする教育投資を開始する。すなわち，

bR
t>0,  bP

t >0，eR
t>0,  eP

t >0，となるような段階である。ただし，eR
t<bR

t ，eP
t>bP

t である。すなわち，貧

困層の教育投資は遺産の制約を受ける。

Stage Ⅲ　富裕層および貧困層ともに教育投資を実行する。貧困層の教育投資も遺産の制約を受けな

い。

　経済がRegimeⅠからRegimeⅡに移行するときの一人当たり資本量 k~t とし，k‚t は，経済がStageⅠか

らStageⅡに移行するときの一人当たり資本量とする。 k~t は，wt+1γ=Rt+1.より，

　　　 k~t =
α

(1-α)γ
　        （1.15）

となる。さらに，（1.12）より，遺産関数は，

　bi
t+1=max｛β[w(kt+1)h(bi

t )-θ]　　　　　　　　　　　　 ifbi
r  ≤ e(kt+1)

 0　｝ （1.16）

　　　　　　 
β[w(kt+1)h(e(kt+1))+(bi

t-e(kt+1))R(kt+1)-θ]  ifbi
t  > e(kt+q),

と書けるので， k‚t は，bP
t=0，h( 0  )= 1 および w( k‚t )=θより，

　　　k‚t =[ θ

(1-α)A]
1
α　       （1.17）

となる。

　GM（2004）は，この k~t を境として経済がRegime ⅠからRegime Ⅱへ移行し，さらに，k‚t を境とし

て Stage Ⅰ からStage Ⅱに移行するメカニズムを解析している。

　1.3　技術革新の導入

　本節ではGMモデルに技術革新を導入する。まず，生産関数（1.1）に注目しよう。通常，この生産

関数に関し，技術革新はパラメータAの増加で定義されるが，この定義を採用すると，（1. 2）および（1. 3）

より賃金率と利潤率は単調に増加する。しかし，技術革新は所得分配に複雑な影響を与える。そこで，
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ここでは，技術革新を，賃金率や利潤率に影響を与えるパラメータαの増加として定義する。

　仮定1.1　人的資本に対する教育投資が開始されるとともに，Regime Ⅱでは技術革新が登場し，

　　　αt<αt+1　(t = t*，t*+1,...........  .)　      （1.18）

とする。ただし，t* は経済がRegimeⅡに入った期間をあらわす。

　この技術革新の登場は，図1.1に示した経済発展の過程に大きな影響をもたらす。まず，次の命題を

おく。

　

　命題1.1　技術革新によるパラメータαの増加は，Regime Ⅱの開始と，Regime ⅡのStage Ⅱの開

始を遅らせる。

　（証明）　（1.15）および（1.17）より，
∂k~t

∂α>0 , 
∂k‚t

∂α>0.    （QED）

　次に，パラメータの変化に対応する賃金率と利子率の変化に関しては以下の命題を得る。

　命題1.2　技術革新によるパラメータαが賃金率および利潤率に及ぼす影響は以下の通りである。

　　　（i）
∂w
∂α<0，

∂r
∂α ≤ 0，　　　kt ≤ exp   -

1
α   のとき

　　　（ii）
∂w
∂α<0，

∂r
∂α > 0，　　　exp   -

1
α   <kt ≤ exp，   

1
1-α    のとき

　　　（iii）
∂w
∂α>0，

∂r
∂α > 0，　　kt > exp   

1
1-α    のとき

　（証明）（1.2）および（1.3）より，

　　　
∂w
∂α=kα{(1-α)log  k-1}

　　　
∂r
∂α=Akα-1(1+αlog  k)

を得る。         （QED）

命題1.2の結果を図1.2に図示する。技術革新により，Area I では賃金率および利潤率は減少し，Area 

Ⅱでは賃金率は減少し，利潤率は増加する。さらに，Area Ⅲでは，賃金率，利潤率ともに増加する。
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　GMモデルは，前述のように，パラメータαは一定であり，したがって，技術革新は分析の視野に入っ

ていない。しかし，上の命題は，技術革新が経済発展の与える影響を分析する上でのベンチマークを与

えてくれる。今の時点では，直ちに以下の命題を得る。

　命題1.3　（GMモデルにおいて技術革新が発生した場合）

（i）　Area Ⅰにおける技術革新は，遺産bi
t+1を減少させる(i=R, P)。

（ii）　Area Ⅱ における技術革新は，人的資本への教育投資 et を減少させる。

（iii）　Area Ⅲにおける技術革新は，遺産 bi
t+1 を増加させる(i=R, P)。

（証明）（i）,（iii）および遺産関数（1.16）より明らか。

（ii）パラメータαの上昇により， Area Ⅱでは賃金率 wt が減少し，利潤率 rt が増加する。いま, 教育投

資は（1.11） wt+1 h'(et)=Rt+1 .により決定されるので，h''(et)<0より，命題を得る。 （QED）

　このように，技術革新の発生は，経済発展の過程に複雑な変化をもたらす。すなわち，技術革新は経

済成長の根本的原動力とされてきたが，それは，賃金率や利子率に逆行的変化をもたらす可能性を含み，

次世代への富の伝達を遅らせて経済発展に逆行的変化をもたらす可能性もある。

 2 　人的資本係数の提案と経済発展の本質

　本章では，「技術革新と経済発展の逆行性」をキーワードとして，経済発展の過程を検証する。こ

こで， GMモデルが経済発展のベンチマークとして採用しているのが，一人当たり資本量，すなわち 
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図図 11..22 パパララメメーータタααのの変変化化対対応応すするる賃賃金金率率とと利利潤潤率率のの変変化化  
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 GM モデルは，前述のように，パラメータαは一定であり，したがって，技術革新は分析

の視野に入っていない．しかし，上の命題は，技術革新が経済発展の与える影響を分析す

る上でのベンチマークを与えてくれる．今の時点では，直ちに以下の命題を得る． 

 

命命題題 11..33 （（GGMM モモデデルルににおおいいてて技技術術革革新新がが発発生生ししたた場場合合）） 

(i) Area I における技術革新は，遺産 i
tb 1 を減少させる  PRi , ． 

(ii) Area II における技術革新は，人的資本への教育投資 te を減少させる． 

(iii) Area III における技術革新は，遺産 i
tb 1 を増加させる  PRi , ． 

（証明）(i),(iii)および遺産関数(1.16)より明らか． 

(ii)パラメータαの上昇により，Area II では賃金率 tw が減少し，利潤率 tr が増加する．い

ま,教育投資は(1.11) .)(' 11   ttt Rehw により決定されるので， 0)('  teh より，命題を得

る．                                (QED) 

 

このように，技術革新の発生は，経済発展の過程に複雑な変化をもたらす．すなわち，

技術革新は経済成長の根本的原動力をされてきたが，それは，賃金率や利子率に逆行的変

化をもたらす可能性を含み，次世代への富の伝達を遅らせて経済発展に逆行的変化をもた

らす可能性もある．  
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図1.2　パラメータαの変化に対応する賃金率と利潤率の変化
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 kt    =
Kt

Ht

  である。このとき，kt の分子である資本ストックkt は実際の経済データより容易に算出でき

るが，分母の人的資本 Ht は，これを推計する理論も実証分析も存在しない。したがって，経済発展の

逆行性を論証する場合，人的資本の推移をどのように算出すべきかが大きな問題となる。

　2.1　実証分析；人的資本係数の定義と推移

　2.1.1　人的資本係数の定義

　ここでは，マクロ経済レベルで確認される人的資本にかかわるデータを用いて，独自の係数を提案す

る。そして，これを用いて，マクロ経済における人的資本を算出し，経済発展の逆行過程についての実

証分析を行う。

　マクロ経済における人的資本を測定するために，ここでは以下の係数を提案する。

　　　κ=β1 A+β2 B+β3 C+β4 D.      （2.1）

ここで使用される記号は以下の意味を示す。

　　　A：進学率，B：論文の数，Ｃ：研究開発投資対GDP比，D：特許件数

　βi ( i =1,  2,  3,  4)は正の定数で，β1 +β2 +β3 +β4 ＝ 1 とする２。新係数κは，進学率A，論文の数B，

研究開発費対GDP（％）C および特許件数 D にそれぞれ重み β1，β2，β3 およびβ4 をかけて足した数

値である。進学率は教育の普及の度合いを，論文数は研究活動に関与する人材数の指標である。また，

研究開発投資対GDP比は企業内で人的資本が如何に育成されているのかを表す指標と考える。そして，

最後の特許数は産業内の知識指数とも解釈され，R&DとGDPの比とともに，産業内で人的資本の育成

状況と強い相関を示す指数と考えられる。（2.1）を人的資本係数と呼ぶ。

　2.2　中国の人的資本係数と人的資本

　前節での考察より，安定な経済発展の要は，物的資本ストックの成長率と人的資本のそれの間のバラ

ンスにあることが分かったが，ここでは，中国経済を，われわれの視点から考察する。

　まず，表2.1に中国の人的資本係数を示す。表2.1における顕著な傾向は，特許数と論文数の増加である。

進学率は横ばいで推移しているので，これらの値が増加しているのは，海外からの技術移転効果が大き

いと言わなければならない。

 2  係数βi ( i =1, 2, 3, 4)がどのような値を取るべきかは，人的資本係数の形成にとって重要であり，最適な係
数を探査する必要がある。この点に関しては，今後の課題としたい。
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表2.1　中国の人的資本係数

進学率 論文の数/10万人 R&D対GDP（％） 特許件数/10万人 人的資本係数

A B C D

1996 0.0499 1.400271036 0.0056334 0.955032648 0.668747

1997 0.0545 1.572830925 0.0063885 1.030181087 0.734005

1998 0.0597 1.777629264 0.0064685 1.107223808 0.806326

1999 0.065 2.064043872 0.0074934 1.247350796 0.920497

2000 0.0772 2.349829129 0.0089566 2.007373411 1.283322

2001 0.0995 2.733577073 0.0093917 2.361756496 1.504186

2002 0.1279 3.040065604 0.0105541 3.108872227 1.867518

2003 0.1563 3.66547656 0.0112382 4.406162682 2.514562

2004 0.1791 4.521651911 0.0121378 5.075786509 2.956196

2005 0.1933 5.454468751 0.0131015 7.170634799 3.982408

2006 0.2049 6.475492365 0.0137128 9.329987338 5.051697

2007 0.2084 7.144325946 0.0137416 11.61406344 6.099453

2008 0.2093 8.113735274 0.0144251 14.68903224 7.523617

2009 0.2251 9.31854033 0.0166249 17.20895993 8.77479

2010 0.2394 10.2201158 0.0171007 21.90811876 10.83634

2011 0.2487 11.8733307 0.0177648 30.93666535 14.77953

2012 0.2718 13.68880465 0.0190711 39.63241146 18.62363

2013 0.3016 16.06270904 0.0199102 51.93357792 24.02211

2014 0.3939 18.44502921 0.0202106 58.72261356 27.2235

出所；中国国家統計局および世界銀行データバンクworldbankより作成

　さて，問題は人的資本係数と kt の値の推移である。まず，図2.1に示すように，人的資本係数は上昇している。

その要因は上述の通りである。その結果，kt 値は大幅な減少を示している。それは，人的資本の増加に国

内の資本蓄積が追い付いていないという査証といえよう。すなわち，物的資本ストックの成長率と人的資

本のそれのバランスが経済発展の要であるとするGMモデルの判定基準からすると，GDPが成長する一方

で，それを大きく上回る人的資本の増加が発生していることを意味している。このとき，図2.2に示すように，

中国の人的資本一人あたり資本 kt は激減しており，それは，修正GMモデルにおける逆行過程が進行して

きたことを示している　中国の経済発展にいびつな構造をもたらす査証であることの論証は次節に譲るが，

技術革新および知識の発展が，人的資本と物的資本の蓄積にアンバランスな過程を内包していたと推測さ

れる。
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　2.3　中国の経済発展に含まれる教育格差

　中国のアンバランスな経済発展の査証を提出しなければならない。まず，取り上げるのは，200以

上の国の就学年数および進学率と一人当たりGDPとの相関関係である。図2.3は，それぞれ一人当たり

GDPと就学年数相関を示す。この分析より，一人当たりGDPと就学年数には強い相関が存在すること

がわかる。すなわち，一人当たりGDPが増加するのにしたがって，就学年数および高等教育進学率は

増加する。もちろん，逆は逆である。

　そこで，この強い相関の事実を前提として，中国の各省の一人当たりGDPを分析したのが図2.11であ

る。図2.4より，上海，北京および天津などの都市部では一人当たりGDPの増加率は著しい。したがって，

これらの都市では，就学年数および高等教育への進学率は大きく増加しているはずである。しかし，そ

の一方で，大半の地方都市あるいは農村部の一人当たりGDPは停滞しており，したがって，就学年数

図2.1　中国の人的資本係数の推移

　　　　　　　　　　（表2.1より作成）

図2.2　中国の人的資本一人あたり資本 kt

　　　　　　　　　　（表2.1より作成）
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と高等教育への進学率も停滞しているはずである。そして，これらを総合的に分析すると，中国におい

て，教育格差が急激に増大し，人的資本の形成が都市部でなされ，一人当たりGDP成長率が停滞して

いる地域では，人的資本の形成も停滞していると言える。図2.3と図2.4から明らかになる教育格差の進

行と不自然な人的資本の蓄積は，まさに，中国経済の物的資本と人的資本のアンバランスな形成を示し

ているのである。

おわりに

　本稿では，GMモデルに技術革新を導入し，人的資本と経済発展に人的資本に関する分析を行った。

ここで得られた結論は，経済発展は物的資本の蓄積により実現されるのではなく，物的資本と人的資本

のバランスのとれた成長が必要条件であるという結論である。すなわち，対偶命題より，物的資本と人

的資本のバランスが崩れると，経済の内部にいびつな経済構造が形成されるのである。中国の経済発展

はまさに内部にいびつな構造を形成する過程であったと論証される。

図2.3　就学年数と一人当たりのGDPの相関（200か国）

出所；世界銀行ホームページのデータベースより作成
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一人当たり GDP は停滞しており，したがって，就学年数と高等教育への進学率も停滞して

いるはずである．そして，これらを総合的に分析すると，中国において，教育格差が急激

に増大し，人的資本の形成が都市部でなされ，一人当たり GDP 成長率が停滞している地域

では，人的資本の形成も停滞していると言える．表 2.3 と図 2.11 から明らかになる教育格

差の進行と不自然な人的資本の蓄積は，まさに，中国経済の物的資本と人的資本のアンバ

ランスな形成を示しているのである．  

 
表表 22..33  就就学学年年数数とと一一人人当当たたりりのの GGDDPP のの相相関関（（220000 かか国国）） 

pcGDP logGDP
相関係数 相関係数
0.575442 0.813775

回帰係数 回帰係数
5479.535 0.186593

定数 定数
-46026.4 1.842115  

出所；世界銀行ホームページのデータベースより作成 

 

図図 2.11    中中国国各各省省のの 1 人人当当たたりり GDP のの推推移移 

 

     出所；中国国家統計局のデータベースより作成 

 

おおわわりりにに  

 本稿では，GM モデルに技術革新を導入し，人的資本と経済発展に人的資本に関する分析

を行った．ここで得られた結論は，経済発展は物的資本の蓄積により実現されるのではな

く，物的資本と人的資本のバランスのとれた成長が必要条件であるという結論である．す

なわち，対偶命題より，物的資本と人的資本のバランスが崩れると，経済の内部にいびつ

な経済構造が形成されるのである．中国の経済発展はまさに内部にいびつな構造を形成す

る過程であったと論証される．  

図2.4　中国各省の1人当たりGDPの推移

　　　　　　　　　　出所；中国国家統計局のデータベースより作成
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